
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像を撮像する撮像部と、
　撮像した画像を外部機器に対して送信し、また外部機器からの制御情報を受信する通信
部と、
　前記外部機器の表示画面上に前記画像を

前記通信部を介して前記外部機器へ
送信し、前記所定領域に基づいて前記撮像部で撮像される画像の動き検出を行う処理部と
、を具備することを特徴とする撮像装置。
【請求項２】
　前記処理部は、前記所定領域を前記画像中に表示すべく領域情報を前記通信部を介して
前記外部機器へ送信し、これに応じて、前記通信部から決定信号を受けた後に、前記所定
領域に基づいて前記撮像部で撮像される画像の動き検出を行うことを特徴とする請求項１
記載の撮像装置。
【請求項３】
　前記処理部は、前記外部機器の表示画面上に前記画像を複数のブロック領域として表示
させた状態で、前記表示画面上の所定領域が指定された場合、前記所定領域を他の領域と
識別可能な状態に前記画像中に表示すべく領域情報を前記通信部を介して前記外部機器へ
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送信することを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項４】
　前記処理部は、前記外部機器の表示画面上に前記画像を複数のブロック領域として表示
させた状態で、前記表示画面上の所定領域が指示信号と共に指定された場合、前記所定領
域を他の領域と識別可能な状態に前記画像中に表示し、再度、前記所定領域が前記指示信
号と共に指定された場合、この識別可能な表示を解除するべく生成した画像情報を、前記
通信部を介して前記外部機器へ送信することを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項５】
　前記処理部は、前記表示画面上の所定領域が指定された場合、前記所定領域の中の画像
を他の領域の画像と同様にユーザが識別可能な状態で前記画像中に表示するべく生成した
領域情報を、前記通信部を介して出力することを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項６】
　前記処理部は、前記通信部を介して前記外部機器に接続されたポインティングデバイス
により前記所定領域を指定されることを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項７】
　前記通信部を介して前記外部機器においてブラウザ・アプリケーションで前記画像を表
示するべく、前記撮像した画像を画像圧縮する画像圧縮部を更に有することを特徴とする
請求項１記載の撮像装置。
【請求項８】
　前記撮像部をパン方向に駆動する駆動部と、前記撮像部をチルト方向に駆動する駆動部
との少なくとも一方を更に有することを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項９】
　前記処理部は、前記駆動部による前記撮像部の移動により撮像が可能となる撮像可能画
面の範囲内において、前記所定領域を設定することができ、前記所定領域に基づいて前記
撮像部で撮像される画像の動き検出を行うことを特徴とする請求項８記載の撮像装置。
【請求項１０】
　前記処理部は、前記撮像した画像の前記所定領域の輝度信号を検出し、この変化に応じ
て前記動き検出を行うことを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項１１】
　前記処理部は、前記撮像した画像の前記所定領域の色信号の値を検出し、この変化に応
じて前記動き検出を行うことを特徴とする請求項１記載の撮像装置。
【請求項１２】
　前記処理部は、前記撮像した画像の前記所定領域の信号変化が所定値よりも大きいとき
、警告画面を表示する画像情報を前記通信部を介して出力することを特徴とする請求項１
記載の撮像装置。
【請求項１３】
　ネットワークで接続される撮像装置と制御装置と両者の通信を行う通信部とを有する撮
像システムであって、
　前記外部機器の表示画面上に前記画像を

前記通信部を介して前記外部機器へ
送信し、前記所定領域に基づいて前記撮像部で撮像される画像の動き検出を行う処理部と
を有する撮像装置と、
　前記通信部を介して前記撮像装置からの前記画像を受けてこれを表示し、ユーザの指示
に応じて前記所定領域を前記撮像装置に供給する制御装置と、
　を具備することを特徴とする撮像システム。
【請求項１４】
　前記撮像装置の前記処理部は、前記画像を複数のブロック領域として表示し、前記所定
領域が指定されるとこの領域を他の領域と識別可能な状態に表示されるべく生成した領域
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情報を、前記通信部を介して前記制御装置に出力することを特徴とする請求項１３記載の
撮像システム。
【請求項１５】
　前記撮像装置の前記処理部は、前記画像を複数のブロック領域として表示し、前記所定
領域が指示信号と共に指定されるとこの領域を他の領域と識別可能な状態に表示し、再度
、前記所定領域が指示信号と共に指定されるとこの識別可能な表示を解除するべく生成し
た前記領域情報を、前記通信部を介して前記制御装置に出力することを特徴とする請求項
１３記載の撮像システム。
【請求項１６】
　前記撮像装置の前記処理部は、前記制御装置の表示画面上に前記画像を表示させた状態
で、前記表示画面上の所定領域が指定された場合、前記所定領域中の画像を他の画像と同
様にユーザが識別可能な状態で表示するべく生成した前記領域情報を前記通信部を介して
前記制御装置へ送信することを特徴とする請求項１３記載の撮像システム。
【請求項１７】
　画像を撮像し、
　ネットワークを介して外部機器の表示画面上に前記画像を

前記ネットワーク
を介して前記外部機器へ送信し、前記所定領域に基づいて前記撮像された画像の動き検出
を行うことを特徴とする撮像方法。
【請求項１８】
　前記画面を複数のブロック領域として表示し、前記所定領域が与えられると他の領域と
識別可能な状態に表示されるべく生成した前記領域情報をネットワークを介して出力する
ことを特徴とする請求項１７記載の撮像方法。
【請求項１９】
　前記画面を複数のブロック領域として表示し、前記所定領域が指示信号と共に与えられ
ると他の領域と識別可能な状態に表示し、再度、前記所定領域が前記指示信号と共に与え
られるとこの識別可能な表示を解除するべく生成した前記領域情報を、ネットワークを介
して出力することを特徴とする請求項１７記載の撮像方法。
【請求項２０】
　前記所定領域が指定されると、前記所定領域の中の画像をその他の画像と同様にユーザ
が識別可能な状態で表示するべく生成した前記領域情報をネットワークを介して出力する
ことを特徴とする請求項１７記載の撮像方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、ネットワークカメラ等の撮像装置に関し、特にネットワークカメラの動き検
出範囲の設定を行う撮像装置、撮像システム及び撮像方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
最近、デジタル機器の普及に伴い、デジタルカメラ等の画像情報機器についても多くの機
種が開発され製造されてきている。このような画像情報機器としては、例えば、ネットワ
ーク機能をもった監視カメラ等の撮像装置が用いられている。
【０００３】
これに関した従来技術として、ネットワーク機能をもった監視カメラ等のビデオカメラシ
ステムであって、動き検出機能をもたせることにより、監視エリアに動くものを認識する
と異常事態として検出するものが知られている（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
【特許文献１】
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特開平９－１０２９４８号公報。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記の従来技術においては、この監視エリアである動き検出範囲をどのよ
うにネットワークを介して設定するかの具体的な手法が述べられておらず、ユーザが所望
の領域を容易に動き検出範囲として設定することができないという問題がある。
【０００６】
本発明は、動き検出範囲をＰＣ画面等で容易に設定することで、対象を確実に動き検出範
囲に収めることができる撮像装置、撮像システム及び撮像方法を提供することを目的とす
る。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、上記課題を解決するべく、画像を撮像する撮像部と、前記外部機器の表示画
面上に前記画像を

前記通信部を介して前記外部機器へ送信し、前記所定領域に
基づいて前記撮像部で撮像される画像の動き検出を行う処理部と、を具備することを特徴
とする撮像装置。
【０００８】
本発明に係る撮像装置は、イーサネットや無線ＬＡＮ（ Local Area Network）等を介して
ＰＣ（ Personal Computer）等により撮像画面を表示し動作を制御できる撮像装置であっ
て、ＰＣ等からのマウス等のポインティングデバイスから与えられた所定領域の座標信号
を受け、この座標信号が示す領域を、カメラで撮像している画像領域中に動き検出範囲と
して付加して表示するべく信号生成する。従って、ユーザは、ＰＣ画面上で、現在、撮像
中の画面をモニタしながら、画面中の特に動きの監視を行いたいと思う対象（例えば、部
屋の扉や特定の静物等）を、マウス等で囲う等の操作により、直感的に領域を指定するこ
とができる。これにより、その後の動き検出処理を確実に行うことが可能となる．
又、更に、本発明に係る撮像装置は、例えば、パン方向やチルト方向に駆動機能を持たせ
るとき、現在、撮像している画面内の領域だけではなく、カメラを移動させることで撮像
することができる全ての撮像可能画面において、所定領域として動き検出範囲を指定する
ことができる。一度、動き検出範囲を指定し登録されると、カメラが自動的に移動した後
も、この動き検出範囲での以降の動き検出処理を確実に行うことができ、例えば、自動の
ネットワーク監視カメラ等で行う動き検出動作において、部屋の中の重要な領域の動き検
出範囲の設定が容易且つ確実に行うことができる。
【０００９】
【発明の実施の形態】
以下、図面を参照して、本発明に係る撮像装置であるネットワークカメラを詳細に説明す
る。
【００１０】
＜本発明に係る撮像装置であるネットワークカメラ＞
（構成）
本発明に係る撮像装置及び撮像システムを、ネットワークカメラとネットワークに接続さ
れたＰＣ（ Personal Computer）を例に、以下に図面を用いて説明する。図１は、本発明
に係る撮像装置の構成の一実施の形態を示すブロック図、図２は、本発明に係る撮像装置
のネットワークとの接続方法の一例を示す説明図、図３は、本発明に係る撮像装置の構成
の一実施の形態を示す断面図である。
【００１１】
本発明に係る撮像装置であるネットワークカメラ装置１０は、図１に示すように、対物レ
ンズ１１と、これを通過した入射光を受け、これに応じた検出信号を出力するＣＣＤ（ Ch
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arge Coupled Device）等による固体撮像素子１３とを有している。更に、撮像装置１０
は、固体撮像素子１３からの出力を受ける画像処理部１６と、ここで画像処理された画像
信号をＭＰＥＧ圧縮又はＪＰＥＧ圧縮等の圧縮処理を行う画像圧縮部１７とを有している
。画像処理部１６では、入力された画像信号に対して、例えば、シャープネス処理、コン
トラスト処理、ガンマ補正、ホワイトバランス処理、画素加算処理等の画像処理が施され
る。
【００１２】
更に、ネットワークカメラ装置１０は、全体の処理動作を制御し、後述する本発明の特徴
である動き検出動作や動き検出範囲の設定を制御するＭＰＵ（ Main Processing Unit）２
０と、これらの動作を司るプログラムを格納したり、画像信号の各処理動作を行うための
ワークエリアを提供したり、又、動き検出等の際に表示されるアラーム表示のための画面
データ等が保存されるメモリ２１とを有している。
【００１３】
更に、ネットワークカメラ装置１０は、ＭＰＵ２０にデータバスを介して接続されて、イ
ーサネット（ Ethernet）通信部１８と、無線ＬＡＮ（ Local Area Network）通信部１９と
を有しており、有線ネットワークＮ、又は、無線ネットワークを介して、例えば、外部の
ＰＣ２６との間で通信処理を行う。
【００１４】
更に、ネットワークカメラ装置１０は、ＭＰＵ２０にデータバスを介して接続され制御さ
れる、カメラユニットＣをパン方向に駆動するためのパンドライバ２２と、ステッピング
モータ等のパンモータ２４と、更に、カメラユニットＣをチルト方向に駆動するためのチ
ルトドライバ２３と、ステッピングモータ等のチルトモータ２５とを有している。ここで
、カメラユニットＣは、少なくとも、上述した対物レンズ１１と、固体撮像素子１３とを
有している。
【００１５】
更に、ネットワークカメラ装置１０は、図２に示すように、ネットワークＮを介して、複
数台、設けることが可能である。更に、ネットワークＮを介して、ＰＣ２６等により、ネ
ットワークカメラ装置１０のパン方向、チルト方向の駆動処理が可能であり、更に、ネッ
トワークカメラ装置１０で撮像した画像信号のモニタや、記録・再生処理が可能である。
又、ＰＣ２６は、マウス２７等のポインティングデバイスが接続され、特に、後述する動
き検出範囲設定を容易に行うことが可能となる。
【００１６】
更に、ネットワークカメラ装置１０は、図３に示すように、カメラユニットＣと、これを
パン方向に駆動するためのパンモータ２４と、チルト方向に駆動するためのチルトモータ
２５と、更に、それ以外の図１に示した構成を有する電装部１０－１とを有している。
【００１７】
（基本動作）
このような構成を有するネットワークカメラ装置１０は、以下に述べるような基本動作を
行うものである。すなわち、ネットワークカメラ装置１０は、被写体からの入射光を受け
その撮像画面に応じた画像信号をネットワーク等を介して供給する撮像動作、カメラユニ
ットＣの方向を、例えば、パン方向、チルト方向に駆動するカメラ駆動動作、更に、撮像
した画像信号に基づく各動作モード（例えば、動き検出動作）や、後述する動き検出範囲
を設定する等の各種設定動作、自己テスト動作等を行うことができる。
【００１８】
すなわち、撮像動作においては、ネットワークＮ（又は無線ネットワーク）を介して、制
御装置であるＰＣ２６等から指示信号を受け、メモリ２１に格納されている動作プログラ
ムに応じて、ＭＰＵ２０の制御により行われるものである。被写体からの入射光を対物レ
ンズ１１を介して受けた固体撮像素子１３は、これに応じた検出信号を画像処理部１６に
供給し、所定画像処理を施した後に、画像圧縮部１８でＪＰＥＧ圧縮又はＭＰＥＧ圧縮等
の画像圧縮を行い、イーサネット通信部１８又は無線ＬＡＮ通信部１９を介して外部に出
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力される。
【００１９】
又、カメラ駆動動作においては、ステッピングモータであるパンモータ２４とチルトモー
タ２５とにおいてゼロ座標調整を経た後は、ＭＰＵ２０が、現在のカメラユニットＣの方
向を常に認識している。これにより、ＭＰＵ２０は、現在のカメラユニットＣが撮像して
いる画面の座標を常に管理するものであり、ＭＰＵ２０からドライバに供給される動作制
御信号に応じて、パン方向又はチルト方向にカメラユニットＣが駆動され撮像画面が変化
すると同時に、ＭＰＵ２０は、現在の撮像画面の座標を常に認識している。従って、ユー
ザは、ネットワークを介して接続されたＰＣ２６等の画面から、現在の撮像装置１０が供
給しつづけている画像信号に応じた撮像画面を見ながら、カメラユニットＣをパン方向又
はチルト方向に移動することができ、移動に応じた撮像画面を見ることができる。又、Ｍ
ＰＵ２０は、現在の撮像画面の座標を認識し管理するものであり、ユーザも、操作に応じ
て、現在の撮像画面の座標情報を例えばＰＣ２６上にて取得することができる。
【００２０】
又、各動作モード、例えば、動き検出動作モードにおいては、ユーザにより設定された任
意の領域の画像の動きを撮像装置１０が自動検出するものである。すなわち、動き検出動
作モードの設定画面において、ユーザの操作に応じて、撮像画面中の動き検出の観察領域
が設定されると、その後、設定された期間において、その観察領域に、撮像画面の所定値
以上の変化を検出すると、ＭＰＵ２０は、動き検出ありと判断し、例えば、警告動作、す
なわち、アラーム信号を出力したり、メモリ２１に格納したアラーム画面を画像信号中に
付加して出力する等の動作を行う。
【００２１】
又、この動き検出動作は、様々な形態において行われるものである。一例として、撮像部
からの検出信号のうちの輝度信号の単位時間毎の差分を求め、これが閾値以上であれば、
動きがあると判断する手法である。
【００２２】
更に、検出信号がＹＭＣＫの形態をとっている場合に、輝度信号のみならず、Ｙ信号、Ｍ
信号、Ｃ信号についても、同様に、単位時間毎の差分を求め、これが閾値以上であれば、
動きがあると判断する手法が可能である。
【００２３】
又、更に、検出信号の中の輪郭を検出し、この輪郭の動きを単位時間毎に観察し、閾値以
上の動きがあれば、動きを検出したものと判断する手法が可能である。又、更に、これら
以外の手法によっても、検出信号の動き検出動作が可能であることは言うまでもない。
【００２４】
（動き検出範囲の設定動作）
このような基本動作を行う本発明に係る撮像装置１０において、本発明に係る動き検出範
囲の設定動作をフローチャートを用いて以下に詳細に説明する。図４は、本発明に係る撮
像装置の動き検出処理の動き検出範囲の設定方法の操作の一例を示す説明図、図５は、本
発明に係る撮像装置の動き検出範囲の設定方法の一例を示すフローチャート、図６は、本
発明に係る撮像装置の動き検出範囲の設定方法における撮像可能画面ＡＡと動き検出範囲
との関係を説明する説明図である。
【００２５】
本発明に係る撮像装置１０の動き検出範囲の設定は、動き検出範囲を現在表示している現
在表示画面Ａの中に設定する場合と、図６に示すように、撮像装置１０の駆動機能の範囲
で撮像が可能な範囲の撮像可能画面ＡＡの中で、カメラユニットＣをユーザの操作により
パン方向又はチルト方向に移動することで現在表示画面Ａから所望画面Ｂに移動して、所
望画面Ｂ内の任意の領域を動き検出範囲３９として設定する場合との、二つの場合が少な
くとも可能である。
【００２６】
ここで、本発明に係る動き検出範囲の設定動作の一例として、図５のフローチャートを用
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いて、撮像可能画面ＡＡの中で、カメラユニットＣをユーザの操作によりパン方向又はチ
ルト方向に移動することで現在表示画面Ａから所望画面Ｂに移動して、所望画面Ｂ内の任
意の領域を動き検出範囲３９として設定する場合について以下に説明する。
【００２７】
本発明に係る撮像装置１０は、初めに、ネットワーク上のＰＣ２６等の制御装置から指定
されたＩＰアドレス信号が供給され、撮像装置１０のイーサネット通信部１８、又は、無
線ＬＡＮ通信部１９がこれに対応するものと判断すれば、一つの撮像装置１０が、ＰＣ２
６等の制御下に置かれて動作する（Ｓ１１）。ここで、ＰＣ２６から撮像動作の指示を受
けると、ＭＰＵ２０の制御下において撮像動作がなされ、入射光に応じる検出信号が固体
撮像素子１３から、画像処理部１６に供給される。画像処理部１６では、入力された画像
信号に対して、例えば、シャープネス処理、コントラスト処理、ガンマ補正、ホワイトバ
ランス処理、画素加算処理等の画像処理が施される。その後、画像圧縮部１７で、ＪＰＥ
Ｇ圧縮又はＭＰＥＧ圧縮処理が施され、イーサネット通信部１８又は無線ＬＡＮ通信部１
９の一方を介して出力される。出力された画像信号は、例えば、ＰＣ２６において、伸張
処理を施された後に、例えば、図４に示されるブラウザアプリケーション（ Browser Appl
ication）３１の画面として表示される（Ｓ１３）。
【００２８】
ここで、動き検出範囲を設定するモードがユーザにより選択されると、図４に示すような
ブラウザアプリケーション３１の画面において、現在の撮像画面３７が操作領域の操作ア
イコン３２～３７と共に表示される。このとき、画面は、一例として、複数のブロック（
格子）に分割されて表示されることが好適である（Ｓ１４）。すなわち、動き検出範囲を
設定できる領域の単位が具体的に表示されることで、ユーザは、対象に対する領域の設定
を確実に行うことが可能となる。
【００２９】
ここで、操作アイコンは、動き検出範囲設定モードのアイコンであり、『ＡＬＬ　ＯＮ』
アイコン３２は、画面全体を動き検出範囲とするアイコン、『ＡＬＬＯＦＦ』アイコン３
３は、画面全体の動き検出範囲をキャンセルするアイコン、『ＲＥＳＥＴ』アイコン３４
は、マウス等のポインティングデバイスで指定した動き検出範囲をキャンセルしてデフォ
ルト値に戻すアイコン、『Ｓａｖｅ＆Ｅｘｉｔ』アイコン３５は、マウス等のポインティ
ングデバイスで指定している動き検出範囲を確定して、動き検出範囲設定モードを終了さ
せるアイコン、『Ｃｌｏｓｅ』アイコン３６はこの画面を閉じるためのアイコン、矢印ア
イコン３７は、カメラユニットＣをパン方向又はチルト方向に移動させるためのアイコン
である。
【００３０】
本発明に係る動き検出範囲は、図６が示すように現在表示画面Ａの中で設定するだけでは
なく、パン方向又はチルト方向にカメラユニットＣを駆動させることで撮像が可能となる
撮像可能画面ＡＡ中であれば、所望の領域を設定することが可能である。従って、ユーザ
は、矢印アイコン３７等を操作することで、図６に示す現在表示画面Ａから所望画面Ｂへ
とカメラを移動する（Ｓ１５）。そして、ユーザのマウス２７等のポインティングデバイ
スの操作により、任意のブロック（格子）を動き検出範囲３９として指定することができ
る（Ｓ１６）。ＭＰＵ２０は、ネットワークを介して、ＰＣ２６等から、この座標情報と
指示信号とを受けると、背景画像が見える状態で、この領域を動き検出範囲３９として、
図４に示すように、半透明の矩形ブロック等でアクティブ表示を行う（Ｓ１７）。
【００３１】
なお、ここで、ユーザがこの領域では不具合があるとして、もう一度、マウス等の操作に
よりネットワークを介して、ＭＰＵ２０に指示信号を供給すると、このアクティブ表示は
解除され、他の領域と同等の通常の撮像表示に戻るものである。これにより、ユーザの非
常に直感的な領域の指定が可能となる。
【００３２】
最終的に、ユーザが、現在のアクティブ表示されている領域を動き検出範囲３９として決
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定するべく、例えば、『Ｓａｖｅ＆Ｅｘｉｔ』アイコン３５を操作して、決定信号をネッ
トワークを介して、ＭＰＵ２０に指示信号を供給する。この決定指示がなされると、指定
されたブロック（格子）の座標を、新たな動き検出範囲として、例えば、メモリ２１等に
登録する（Ｓ１８）。
【００３３】
これにより、図４の設定画面において、動き検出範囲３９内の画像も表示されるものであ
り、ユーザは、非常に容易で直感的な操作により、動き検出動作の対象としたい被写体を
動き検出範囲内のものとして、確実に設定することが可能となる。
【００３４】
その後、動き検出処理を行うべくユーザの指示を、ネットワークを介して、撮像装置１０
のＭＰＵ２０が受けると、動き動作処理が行われる（Ｓ１９）。すなわち、上記の登録さ
れた動き検出範囲の座標情報をメモリ２１等から読み出し、設定された期間において、そ
の観察領域である動き検出範囲に撮像画面の所定値以上の変化を検出すると、ＭＰＵ２０
は動き検出ありと判断する。そして、例えば、警告動作、すなわち、アラーム信号を出力
したり、メモリ２１に格納した警告画面（アラーム画面）を画像信号中に付加して出力す
る等の動作を行う。
【００３５】
又、この動き検出動作は、様々な形態において行われるものであり、一例として、撮像部
からの検出信号のうちの輝度信号の単位時間毎の差分を求め、これが閾値以上であれば、
動きがあると判断する手法を用いる。
【００３６】
更に、検出信号がＹＭＣＫの形態をとっている場合に、輝度信号のみならず、Ｙ信号、Ｍ
信号、Ｃ信号についても、同様に、単位時間毎の差分を求め、これが閾値以上であれば、
動きがあると判断する手法が可能であることは、上述したとおりである。
【００３７】
又、同様に、検出信号の中の輪郭を検出し、この輪郭の動きをベクトル情報として扱って
単位時間毎に観察し、閾値以上の動きがあれば、動きを検出したものと判断する手法が可
能である。又、更に、これら以外の手法によっても、検出信号の動き検出動作が同様に可
能となる。
【００３８】
以上記載した様々な実施形態により、当業者は本発明を実現することができるが、更にこ
れらの実施形態の様々な変形例を思いつくことが当業者によって容易であり、発明的な能
力をもたなくとも様々な実施形態へと適用することが可能である。従って、本発明は、開
示された原理と新規な特徴に矛盾しない広範な範囲に及ぶものであり、上述した実施形態
に限定されるものではない。
【００３９】
例えば、ネットワーク上の制御装置として説明したＰＣ２６は、一例であり、同等の機能
を有するデジタル画像のレコーダであることも可能であり、同様に、撮像動作だけでなく
、これにより、撮像画像を記録し再生することが可能である。
【００４０】
【発明の効果】
以上、説明したように本発明によれば、ネットワーク等によるＰＣ等の制御装置において
、動き検出処理の動き検出範囲を設定するにつき、マウス等のポインティングデバイスを
用いて、撮像画面中の対象物を容易に指定することで、対象物を確実に動き検出範囲に含
めることが可能な撮像装置、撮像システム及び撮像方法を提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明に係る撮像装置の構成の一実施の形態を示すブロック図。
【図２】　本発明に係る撮像装置のネットワークとの接続方法の一例を示す説明図。
【図３】　本発明に係る撮像装置の構成の一実施の形態を示す断面図。
【図４】　本発明に係る撮像装置の動き検出処理の動き検出範囲の設定方法の操作の一例
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を示す説明図。
【図５】　本発明に係る撮像装置の動き検出範囲の設定方法の一例を示すフローチャート
。
【図６】　本発明に係る撮像装置の動き検出範囲の設定方法における撮像可能画面ＡＡと
動き検出範囲との関係を説明する説明図。
【符号の説明】
１１…対物レンズ、１６…画像処理部、１７…画像圧縮部、１８…イーサネットコントロ
ーラ、１９…無線ＬＡＮコントローラ、２０…ＭＰＵ（動き検出範囲設定）、２１…メモ
リ、２２…ドライバ、２３…ドライバ、２４…パンモータ、２５…チルトモータ、２６…
ＰＣ（ Personal Computer）。 10

【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】 【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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